
様式第一号

法人名　医療法人社団 相和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　神奈川県相模原市中央区淵野辺三丁目２番８号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

 (注) １．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該資産、負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に

　　　　掲記することを妨げないこと。

　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。

　　　３．経過措置医療法人は、純資産の部の基金の科目の代わりに出資金とするとともに、代替基金の科目を

　　　　削除すること。

資　産　合　計 10,420,412 負債・純資産合計 10,420,412

その他有価証券評価差額金 △ 7,975

純 資 産 合 計 7,043,725

その他の固定資産 49,459

貸 倒 引 当 金 △ 19

保 険 積 立 金 392,351 別 途 積 立 金 5,142,000

敷 金 273,594 繰 越 利 益 積 立 金 1,489,963

Ⅲ　評価・換算差額等

長 期 前 払 費 用 50,594 170,000

繰 延 税 金 資 産 295,512 医 療 設 備 積 立 金 116,537

投 資 有 価 証 券 603,056 3,200

長 期 貸 付 金 3,260 130,000

設 立 等 積 立 金

退 職 給 与 積 立 金

試 験 研 究 積 立 金

1,804 科　　　目 金　　　額

1,667,808 Ⅱ　積　立　金 7,051,700

借 地 権 342,709 負　債　合　計 3,376,687

ソ フ ト ウ ェ ア 72,728 純 資 産 の 部

417,241

建 設 仮 勘 定 1,760 長 期 リ ー ス 負 債 178,210

その他の有形固定資産 14,900

車 両 運 搬 具 28,393 長 期 借 入 金 773,931

土 地 1,674,462 退 職 給 付 引 当 金 794,126

医 療 用 器 械 備 品 525,488

その他の器械備品 13,757 Ⅱ　固　定　負　債 1,746,268

建 物 2,008,507

構 築 物 15,406

Ⅱ　固　定　資　産 6,367,726 賞 与 引 当 金 349,741

4,282,675 その他の流動 負債 23,256

短 期 リ ー ス 負 債 132,484

営 業 外 未 払 金 55,269

貸 倒 引 当 金 △ 9,923 未 払 消 費 税 等 39,630

預 り 金 84,174

前 払 費 用 13,938 未 払 費 用 496,457

その他の流動資産 4,428 未 払 法 人 税 等 63,555

事 業 未 収 金 1,668,939 短 期 借 入 金 132,648

た な 卸 資 産 42,441 未 払 金 125,367

Ⅰ　流　動　資　産 4,052,686 Ⅰ　流　動　負　債 1,630,418

現 金 及 び 預 金 2,332,862 買 掛 金 127,833

医療法人番号

貸   借   対   照   表

（令和６年３月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

医療法第51条第2項該当法人



様式第二号

法人名　医療法人社団 相和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　神奈川県相模原市中央区淵野辺三丁目２番８号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

　　　２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を

　　　　を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

当 期 純 利 益 163,564

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 79,389

法 人 税 等 調 整 額 2,994 82,384

税 引 前 当 期 純 利 益 245,949

その他の特別 損失 9,813 11,303

固 定 資 産 除 却 損 1,489

経 常 利 益 257,137

その他の特別 利益 114 114

雑 損 失 1,493 4,309

支 払 利 息 2,815

受 取 手 数 料 11,069

その他の事業外収益 11,570 112,993

受 取 保 険 料 16,379

附帯業務事業利益 11,153

296,536

285,382

本来業務事業利益 137,299

医療法人番号

損   益   計   算   書

（自　令和５年４月１日　　至　令和６年３月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

10,357,491

9,669,133

551,058 10,220,191

受 取 地 代 家 賃 21,897

事 業 利 益 148,453

受取利息及び配当金 9,520

匿名組合分配金収入 42,557

医療法第51条第2項該当法人



様式第三号

法人名　医療法人社団 相和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　神奈川県相模原市中央区淵野辺三丁目２番８号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．資　　　 産　　　 額 千円

２．負　　　 債　　　 額 千円

３．純　　資　　産　　額 千円

（内　　訳） （単位：千円）

Ａ　流　動　資　産

Ｂ　固　定　資　産

Ｃ　資　産　合　計 （Ａ＋Ｂ）

Ｄ　負　債　合　計

Ｅ　純　　資　　産 （Ｃ－Ｄ）

 (注) 財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土　　　　地 （□ 法人所有　□ 賃借　□ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）( □法人所有 □ 賃借 ■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

建　　　　物 ( □法人所有 □ 賃借 ■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

7,043,725

区　　　　　　　　　　分 金　　　額

4,052,705

6,367,706

10,420,412

3,376,687

7,043,725

医療法人番号

財 産 目 録

（令和６年３月31日現在）

10,420,412

3,376,687

医療法第51条第2項該当法人



様式第四号

法人名　医療法人社団 相和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　神奈川県相模原市中央区淵野辺三丁目２番８号　　　 　　　　　　　

（単位：千円）

１．純資産の変動事由及び金額の掲載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。

２．評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載するこ

　とができる。 この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。

３． 積立金及び純資産の各合計欄の記載は省略することができる。

7,043,725令和6年3月31日 残高 3,200 130,000 170,000 116,537 5,142,000 1,489,963 7,051,700 △ 7,975 △ 7,975

163,853会計年度中の変動額合計 163,564 163,564 288 288

163,564　当期純利益 163,564 163,564

288会計年度中の変動額 288 288

6,879,871令和5年3月31日 残高 3,200 130,000 170,000 116,537 5,142,000 1,326,398 6,888,136 △ 8,264 △ 8,264

評価・換算
差額等合計

医療法人番号

純  資  産  変　動  計  算  書
　　　　　　　　　 　（自　令和５年４月１日　　至　令和６年３月31日）

積立金 評　価・換　算　差　額　等
純資産合計

設立等積立金 退職給与積立金 試験研究積立金 医療設備積立金 別途積立金 繰越利益積立金 積立金合計
その他有価証
券評価差額金

繰越ヘッジ
損　　　益

医療法第51条第2項該当法人



様式５

法人名　医療法人社団 相和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　神奈川県相模原市中央区淵野辺三丁目２番８号　　　　　　　　　

(1)法人である関係事業者

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

(2)個人である関係事業者

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

（注）１　種類は法第51条第1項に定める関係事業者のうち該当する関係を記載する。近親者である場合には続柄を記載する。

２　該当する取引がない場合には、「種類」欄に該当なしと記載する。（様式の提出は必要）

医療法人番号

関係事業者との取引の状況に関する報告書

種類 名称 所在地
資産
総額

(千円)

取引
金額

(千円)
科目

期末
残高

(千円)

　 該当なし

事業内容
関係事業者
との関係

取引の内容

　

種類 氏名 職業
関係事業者
との関係

取引の内容
取引
金額

(千円)
科目

期末
残高

(千円)

　 該当なし 　



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 
１ 継続事業の前提に関する事項 
 
   該当なし 
 
２ 資産の評価基準及び評価方法 

 
① 有価証券  

その他有価証券 
    時価のあるもの  
    会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理） 
   

② たな卸資産 
    最終仕入原価法に基づく低価法 

 
３ 固定資産の減価償却の方法 
 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法によっております。但し、平成10年４月以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法を 
採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物･建物附属設備 ８年〜39年 
構築物 ２年〜20年 
医療用器械備品 ３年〜８年 
その他の器械備品 ４年〜15年 
車両運搬具 ２年〜６年 
 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、ソフトウェアについては、法人における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。 
 

③ リース資産 
ファイナンス･リース取引については、リース期間を耐用年数とし、定額法を採用しており
ます。但し、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、簡便的な処理を
採用することとし、一部の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借処理
を採用しております。 

 
４ 引当金の計上基準 
 

① 貸倒引当金 
前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、簡便的な処理を採用すること
とし、法人税法（昭和40年法律第34号）における貸倒引当金の繰入限度額を計上しており
ます。 

 
② 賞与引当金 

職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額
を計上しております。 

 
③ 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年度
末において発生していると認められる額を計上しております。なお、前々会計年度末日の負
債総額が200億円未満であることから、簡便的な処理を採用することとし、期末要支給額を



退職給付債務とする方法を採用しております。 
 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法  
 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
６ 補助金等の会計処理 
 
   過年度に受け取った固定資産の取得に係る補助金等については、法人税法上の圧縮記帳処理 

による直接減額方式（固定資産の取得時に取得原価から直接減額する方法）によって処理して
おります。 

   なお、当年度に固定資産を取得する目的で受け取った補助金等については、受け取った会計年
度に一括して収益として計上しております。 

 
７ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 
 
    医療法人会計基準平成28年４月20日厚生労働省令第95号に基づいて作成しております。 
  
８ 重要な会計方針を変更した旨等 
 

該当なし 
 
９ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 
 
    該当なし 
 
10 有形固定資産から控除されている減価償却累計額 
 
     有形固定資産から控除されている減価償却累計額は、7,986,184千円となっております。 
 
11 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 
 

科  目 リース料総額 未経過リース料 
医療用器械備品 14,475千円 2,412千円 
車両運搬具 10,642千円 11,332千円 

計 25,118千円 13,744千円 
 
12 担保に供されている資産に関する事項 
 

  担保に提供されている資産は、土地1,052,715千円、建物1,338,185千円であり、これらに対
する借入金は、310,534千円となっております。 

 
13 税効果会計に関する注記 
 
   繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金及び退職給付引当金の否認額であります。 
 
14 補助金等の内訳並びに交付者、貸借対照表等への影響額 
 

内  訳 交付者 
損益計算書 

影響額 
貸借対照表 

影響額 

① 大野北地域包括支援ｾﾝﾀｰ 
運営事業委託料 

相模原市 
 

46,573千円 
 

－ 



内  訳 交付者 
損益計算書 

影響額 
貸借対照表 

影響額 

② 光が丘地域包括支援ｾﾝﾀｰ 
運営事業委託料 

相模原市 
 

45,180千円 
 

－ 

③ 新型コロナ関連補助金 神奈川県 16,025千円  
④ 青葉の郷大規模修繕補助金 相模原市 111,481千円  
⑤ 青葉の郷ICT補助金 相模原市 31,681千円  
⑥ 施設開設準備補助金 相模原市 14,974千円  
⑦ その他 － 17,942千円         △13,367千円 

合   計  283,857千円 △13,367千円 
 
15 法第51条第１項に規定する関係事業者に関する事項 
 
（１）法人である関係事業者 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 
（２） 個人である関係事業者 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 
16 重要な偶発債務に関する事項 
 
   該当なし 
 
17 重要な後発事象に関する事項 
 
   該当なし 
 
18 その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 
 
   該当なし 
 

種類 
 

名称 
 

所 在 地
 

総資産額 
（千円） 

 

事業 
内容 

 

関係事業  
者との関  
係 

取引の  
内容 
 

取引金額 
（千円） 

 

科目 
 

期末残高  
（千円） 

 
    

該当なし 
      

 
種類 

 
氏名 

 
職業 関係事業者と  

関係 
取引の内容 

 
取引金額（千円） 

 
科目 期末残高  

（千円） 
    

該当なし 
    


